
 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

  練馬区は、安全で住みよいまちをつくるため、道路や公園の整備等、都市基盤施設の充実

に努めています。 

  しかし、これらの事業をすすめるためには、みなさまの土地をお譲りいただいたり、建

物等を事業地外へ移転又は除却（以下｢移転｣といいます。）していただかなければなりま

せん。そのため、大変なご迷惑をおかけしますが公共事業の必要性をご理解いただき、ご協

力をお願いいたします。 

一般的な用地取得の手順 

 

  １ 事 業 説 明   ・・・事業計画の概要、事業の工程、測量、用地取得の日程

等を説明します。 

 

 

 

 ２ 測    量    ・・・境界を確認したうえで、取得する土地の区域や面積を

確定するため、現地の測量を実施します。この場合、土

地所有者や借地人の方の立会いをお願いすることにな

ります。 

 

 

 

  ３ 用 地 取 得 

の 説 明 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 建物等の調査  ・・・事業施行に伴い、移転していただく建物、門、塀 

                  井戸、樹木、庭石類等についてその用途、構造、数 

                  量、権利関係を詳しく調査します。この場合、調査 

                  のため土地建物に立ち入ることになります。 

 

 

 ５ 土 地 価 格 

   の 評 定 
 

 

 

－１－ 

・・・土地建物所有者、借地人、借家人（以下 ｢関係人｣ 

といいます。）の方々に用地取得の手順や補償内容に

ついて説明します。 

・・・取得する土地の価格を評価します。 



 ６ 建物等の補償 

    額 の 算 定 
 

 

 

 

 

 

 

 

  ７ 契 約 の た め 

     の 協 議 
 

 

 

 

 

 

 ８ 契 約 の 締 結  ・・・協議がととのいますと、土地建物所有者および関係 

                  人の方と個別に次の契約を締結します。なお、一区画 

                  の土地に複数の関係人の方がいる場合は、原則として 

                  それぞれの契約を同時に締結します。 

                 ＊ 土地所有者         土地売買契約 

                 ＊ 借地人           借地権消滅補償契約 

                 ＊ 建物等の所有者       物件移転補償契約 

                 ＊ 借家人           立ちのき補償契約 

 

                   なお、練馬区の代行として、練馬区土地開発公社が 

                 取得にあたる場合があります。 

 

 

            ☆ 練馬区土地開発公社は、 

｢公有地の拡大の推進に関する法律｣に基づき、練馬区が設立 

した公益特殊法人です。公共用地の取得を計画的かつ容易に 

行うことにより、地域の秩序ある整備と計画的なまちづくり 

の推進を目的としています。 
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・・・建物、門、塀、井戸、樹木、庭石類等の移転費用その 

   他通常生ずる損失補償額を算定します。なお、算定に先 

   だち営業者の方からは営業申告書、従業員給料申告書、 

   税務署への確定申告書の写、および法人の場合は決算書 

   写、また、家を賃貸している方は、賃貸借契約書の提出 

  が必要となります。 

・・・土地の取得価格や建物の移転補償額について、土地                       

   所有者および関係人の方と個別に協議します。 

協議内容は、用地買収と補償、スケジュール等の契約                      

にかかわることです。 



 ９ 支 払 い  ・・・補償金は次のとおり支払います。 

 

 

 土地代金・・・・・・・所有権移転登記が終わった後、土地所有者の方に支払います。 

            なお、分筆および所有権移転登記手続きは区が行います。 

 

 借地権消滅補償金・・・所有権移転登記が終わった後、借地人の方に支払います。 

 

 物件移転補償金・・・・契約を締結した後、建物等の所有者の方に８割相当額の前払い 

を行い、物件移転が完了した後に残額を支払います。 

 

 立ちのき補償金・・・・契約が締結された後、借家人、借間人の方に８割相当額の前払い 

            を行い、立ちのきが完了した後に残額を支払います。 

 

 

 

 

補償のあらまし 

１ 土地代金 

  土地は正常な取引価格で買収します。 

  この価格は、地価公示法にもとづく公示価格、近隣の取引価格および不動産鑑定士によ

る鑑定評価格等を参考にして評価します。さらに学識経験者等により構成された練馬区財

産価格審議会または、土地評価審議会に諮り、その答申を受けて決定することになって

います。 

  取得する土地に借地権がある場合には、土地所有者と借地人の方との間で各々の配分をき 

めていただき、その配分にしたがって補償します。 

 なお、土地の価格は、事業施行期間中、原則として一年ごとに再評価します。 

 

２ 物件移転等に対する補償金（注、物件は取得しません。） 

  土地に存する建物・工作物等の移転に要する移転料、その他移転により通常生ずる損失に 

 対して補償します。 

  補償項目および概要は、次のとおりです。 

 

 

－３－ 



（１）建物移転補償 

   取得する土地に建物等がある場合には、これらの移転等に通常要する費用を補償します。

（現在の価値および機能の補償を基本とします。） 

 

（２）工作物等移転補償 

   取得する土地に門、塀、井戸、樹木、庭石類等がある場合には、これらの移転等に通常 

  要する費用を補償します。 

 

（３）動産移転補償 

   家財道具、店頭商品、事務用備品等の移転に通常要する費用を補償します。 

 

（４）仮住居補償 

   移転する建物の居住者が、建物移転期間中｢仮住居｣を必要とするときは、現在と同程度 

  の住居建物の借入れに通常要する費用を補償します。 

 

（５）借家人補償 

   建物を移転することにより借家人が、家主との借家契約を続けることが難しいと認めら 

れるときは、従来と同程度の家屋や部屋を借りるために通常要する費用を補償します。 

 

（６）営業補償 

   店舗や工場等を移転するため一時休業する必要が認められるときは、通常、休業を必要 

とする期間中の収益減、固定的経費および従業員に対する休業手当等の相当額を補償しま 

す。 

   また、営業再開後一時的に得意先が減ると認められるときは、そのため通常生ずる損失 

  額を補償します。 

 

（７）家賃減収補償 

   移転の対象となっている建物を賃貸している場合で、通常要する移転期間中、家賃が入 

らないこととなる場合は、その期間の家賃収入相当額から管理費相当額を控除した額を補 

償します。 

 

（８）移転雑費補償 

   建物等の移転又は立ちのきに際し、移転又は立ちのき先を選ぶための費用、法令上の手 

  続きのための費用等通常要する費用を補償します。 
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補 償 の 一 覧 表 

   居住状態 

 

補償項目 

自分の家に住 

んでいる場合 

家を賃貸している場合 

建 物 所 有 者 借 家 人 

建 物 移 転 補 償 ○ ○  

工作物等移転補償 

（樹木、庭石類を含む） 
○ ○ 

△ 
自己の工作物 

があるとき 

動 産 移 転 補 償 ○  ○ 

仮 住 居 補 償 

△ 

仮住居が必要と 

認められるとき 

 △ 

  仮住居が必要と 

認められるとき 

借 家 人 補 償 

  ○ 

仮住居補償 

以外の場合 

営 業 補 償 
○ 

（営業者に限る） 

       

       

○ 

（営業者に限る） 

家 賃 減 収 補 償  ○  

移 転 雑 費 補 償 ○ ○ ○ 

 

・ ○印をつけたものがそれぞれ補償の対象となるものです。 

・ △印は、その必要があると認められた場合に補償の対象となるものです。 

（注）○印があっても、該当する損失は生じないと認められるときは、補償はできません。 
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税金の優遇措置 

 

 公共事業の施行に伴い土地等を譲り渡したときには、次のような税金の優遇措置があります。 

 

１ 譲渡所得に対する課税（国税）の特例 

   次のうちいずれか一つを選ぶことができます。 

 

 （１）５,０００万円の特別控除   個人の場合：租税特別措置法第３３条の４ 

                   法人の場合：租税特別措置法第６４条 

 

    土地建物等の補償価格からその資産の取得費と譲渡経費を控除し、その譲渡利益から

５,０００万円の特別控除額が控除されたのちの金額が、所得税等の課税対象となります。

（ただし、この特例は区からの買取りの申出から６ヶ月以内に土地を譲り渡したときに

限り適用されます。） 

    また、同一事業地内に２以上の資産がある場合は、最初の年の譲渡に限ります。 

 

 （２）代替資産の取得による課税の繰延べ   個人の場合：租税特別措置法第３３条 

    の繰延べ           法人の場合：租税特別措置法第６５条の２ 

 

    土地等の譲渡が行われ補償金を取得した場合において、その補償金で代わりの資産を 

   取得したときは課税の繰延べ（課税上、譲渡がなかったものとすること。）を受けるこ

とができます。ただし、この特例は収用等（譲渡契約）のあった年の１２月３１日まで

か、収用等のあった日から２年以内（やむを得ないと認められる場合は、最高４年６ヶ

月まで延長することができる。）に、代わりの資産を取得したときに限り適用されます。 

 

   ※なお、詳しいことは、所轄の税務署にご相談ください。 

 

２ 不動産取得税の課税（都税）の特例 

              （地方税法第７３条の１４の第６項） 

 

    土地等の譲渡が行われ補償金を取得した場合において、その補償金で代わりの資産を 

   取得したときには、不動産取得税は軽減されます。ただし、この特例は収用等のあった 

   日から２年以内に代わりの資産を取得したときに限り適用されます。 

 

※なお、詳しいことは、都税事務所にご相談ください。 
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お問い合わせ先 


